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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 
    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第117期 

第２四半期連結 
累計期間 

第118期 
第２四半期連結 
累計期間 

第117期 

会計期間 

自平成23年 
４月１日 
至平成23年 
９月30日 

自平成24年 
４月１日 
至平成24年 
９月30日 

自平成23年 
４月１日 
至平成24年 
３月31日 

売上高       （百万円）  33,598  33,907  68,181

経常利益      （百万円）  2,060  2,505  4,344

四半期（当期）純利益（百万円）  983  2,001  1,950

四半期包括利益又は包括利益 
          （百万円） 

 893  1,781  1,998

純資産額      （百万円）  41,041  43,152  41,725

総資産額      （百万円）  77,903  77,288  78,610

１株当たり四半期（当期）純利益金額  
               （円） 

 13.58  27.93  27.03

潜在株式調整後１株当たり四半期 
（当期）純利益金額      （円） 

 －  －  －

自己資本比率      （％）  51.8  55.0  52.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー （百万円） 

 2,818  2,568  3,275

投資活動による 
キャッシュ・フロー （百万円） 

 △1,104  △848  △3,496

財務活動による 
キャッシュ・フロー （百万円） 

 △366  △1,175  △709

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高    （百万円） 

 9,483  7,748  7,201

回次 
第117期 

第２四半期連結 
会計期間 

第118期 
第２四半期連結 
会計期間 

会計期間 

自平成23年 
７月１日 
至平成23年 
９月30日 

自平成24年 
７月１日 
至平成24年 
９月30日 

１株当たり四半期純利益金額  （円）  4.86  6.05
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 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。 
 また、主要な関係会社の異動はありません。 

  

２【事業の内容】 
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当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

(１) 業績等の概要 
当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景として、企業の生産活動
や設備投資は緩やかに持ち直しの動きが見られました。一方で、依然として厳しさが残る雇用情勢、長引くデフレ、
電力供給に対する懸念や欧州の債務問題等を背景とした円高・株安等の継続、さらに、海外景気の鈍化の影響を受け
て輸出企業を中心に景気減速感が広がりました。 
このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高は33,907百万円（前年同四半期比0.9％
増）、営業利益は2,405百万円（前年同四半期比19.0％増）、経常利益は2,505百万円（前年同四半期比21.6％増）と
なりました。また、四半期純利益は、退職給付制度改定益（特別利益）を927百万円計上した結果、2,001百万円（前
年同四半期比103.5％増）となりました。 
  
 セグメント別の事業の状況は次のとおりであります。  
  
住環境事業 
住設資材部門は、戸建住宅の新設住宅着工戸数が前年比横ばい傾向にあったことから、雨どいシステムのジェット
ラインや小口径マスのパイプインバート等の管工機材、内装材等の住宅資材の需要が伸び悩み、売上は前年同四半期
並みとなりました。 
採光建材部門は、道路透光板向け平板の売上が減少しましたが、各種建造物への自然採光による省エネ用途向けお
よび４月に発生した突風被害によりポリカーボネート製波板、平板、加工品の需要が増加したため、売上は前年同四
半期を上回りました。 
環境・土木部門は、農地整備における補助金事業の特需等により、売上は前年同四半期を上回りました。 
エンジニアリング部門は、管更生分野（下水管渠のリニューアル資材）が、政令指定都市の物件と鉄道向けの需要
が増加したことにより、売上は前年同四半期を上回りました。 
その結果、住環境事業の売上高は、18,675百万円（前年同四半期比6.9％増）、営業利益は、1,724百万円（前年同
四半期比83.9％増）となりました。 
  
床事業  
床事業は、高付加価値製品の販売が好調に推移したことにより、売上は震災の影響で苦戦した前年同四半期を上回
りました。その結果、床事業の売上高は、4,655百万円（前年同四半期比13.8％増）、営業利益は、1,036百万円（前
年同四半期比34.3％増）となりました。 
  
高機能材事業 
プレート部門は、世界的な半導体・液晶装置の市場の低迷や円高の影響により、ＦＭプレート（難燃材料）や制電
プレートなど工業用プレートの需要が低迷し、売上は前年同四半期を下回りました。 
ポリカプレート部門は、一般産業機械カバー用途を中心に汎用品の販売は、ほぼ前年同四半期並みの水準で推移し
ましたが、半導体関連用途の高機能品および携帯関連用途の光学品が伸び悩み、売上は前年同四半期を下回りまし
た。 
その結果、高機能材事業の売上高は、9,626百万円（前年同四半期比12.1％減）、営業損失は、199百万円（前年同
四半期は285百万円の営業利益）となりました。 
  

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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メディカル事業 
骨接合材料部門は、頭蓋顎顔面外科分野のスーパーフィクソーブＭＸの販売は、ほぼ前年並みの水準で推移しまし
たが、整形外科分野を中心とするスーパーフィクソーブの販売が低迷したことにより、売上は前年同四半期を下回り
ました。 
その結果、メディカル事業の売上高は、950百万円（前年同四半期比12.5％減）、営業損失は、156百万円（前年同
四半期は26百万円の営業利益）となりました。 
  
(２) 資産、負債及び純資産の状況  
当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末より1,322百万円減少し、77,288百万円となりまし
た。これは、主に受取手形及び売掛金が900百万円減少したことと、投資有価証券が596百万円減少したことによるも
のです。一方、負債は、前連結会計年度末より2,750百万円減少し、34,135百万円となりました。これは主に短期借
入金が791百万円減少し、その他流動負債が669百万円減少したことと、退職給付引当金が948百万円減少したことに
よるものです。また、純資産は、前連結会計年度末より1,427百万円増加し、43,152百万円となりました。自己資本
比率は、55.0％となりました。 
  
(３) キャッシュ・フローの状況 
 当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は、7,748百万円（前連結会計年度末は7,201百万円）とな
りました。 
 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 
営業活動によるキャッシュ・フロー 
 営業活動によるキャッシュ・フローは、2,568百万円の収入となりました（前年同四半期は2,818百万円の収入）。
これは、主に退職給付引当金の減少による948百万円、法人税等の支払額1,181百万円による支出要因がありました
が、税金等調整前当期純利益3,382百万円、減価償却費1,443百万円の計上の収入要因によるものです。 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、848百万円の支出となりました（前年同四半期は1,104百万円の支出）。こ
れは、主に有形固定資産の取得による支出1,037百万円によるものです。 
財務活動によるキャッシュ・フロー 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、1,175百万円の支出となりました（前年同四半期は366百万円の支出）。こ
れは、主に短期借入金の返済800百万円によるものです。 
   
(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
  
(５) 研究開発活動  
 当第２四半期連結累計期間に支出した研究開発費は基礎研究に係るもので、総額417百万円（消費税等を除く）で
あります。 
 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成24年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により
発行された株式数は含まれておりません。 

  

該当事項はありません。  
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。  

  

  

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  178,008,000

計  178,008,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年9月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年11月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  78,698,816  78,698,816

東京証券取引所 
大阪証券取引所 
各市場第一部 

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式であ
り、単元株式数は
1,000株でありま
す。 

計  78,698,816  78,698,816 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年７月１日～ 
平成24年９月30日 

 －  78,698  －  15,189  －  14,661
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 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 
 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   1,567千株 
 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）          1,324千株 
２．上記のほか当社所有の自己株式7,022千株（持株比率8.92％）があります。 
  

（６）【大株主の状況】 

  平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

 伊藤忠商事株式会社  東京都港区北青山２丁目５番１号  19,675  25.00

 タキロン共和会  大阪市北区梅田３丁目１番３号  4,915  6.25

 日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内１丁目６番６号  2,216  2.82

 日本トラスティ・サービス 
 信託銀行株式会社（信託口） 

 東京都中央区晴海１丁目８番11号  1,567  1.99

 積水樹脂株式会社  大阪市北区西天満２丁目４番４号  1,439  1.83

 日本マスタートラスト信託  
  銀行株式会社（信託口） 

 東京都港区浜松町２丁目11番３号  1,324  1.68

 株式会社カネカ  大阪市北区中之島３丁目２番４号  1,318  1.67

 東ソー株式会社  東京都港区芝３丁目８番２号  1,070  1.36

 CBNY DFA INTL SMALL CAP 

  VALUE PORTFOLIO 
 (常任代理人シティバンク銀行 
   株式会社） 

 388 GREENWICH STREET,NY,NY 10013,USA 
  (東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

 1,060  1.35

 株式会社クレハ  東京都中央区日本橋浜町３丁目３番２号  1,009  1.28

計 －  35,595  45.23
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①【発行済株式】 

 （注）１.「完全議決権株式（その他）」「単元未満株式」欄の普通株式数及び議決権の個数には、平成24年 
      ９月30日現在の株主名簿における単元未満株式数を基に記載しております。  
    ２.「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式数には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれており 
           ます。なお、「完全議決権株式（その他）」欄の議決権の数（個）には、証券保管振替機構名義の株式に 
           係る議決権の数１個は含まれておりません。 

  
②【自己株式等】 

   

 該当事項はありません。  
  
  
  

  

（７）【議決権の状況】 

  平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －  － 

議決権制限株式（自己株式
等） 

－ －  － 

議決権制限株式（その他） － －  － 

完全議決権株式（自己株式
等） 

（自己保有株式）  

  普通株式    7,022,000
－ 

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式  71,293,000  71,292  同上 

単元未満株式  普通株式      383,816 －  － 

発行済株式総数  78,698,816 －   － 

総株主の議決権 －  71,292   － 

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

 （自己保有株式） 
タキロン（株） 

大阪市北区梅田３丁
目１番３号  

 7,022,000 －  7,022,000  8.92

計 －  7,022,000 －  7,022,000  8.92

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平
成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連
結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 7,209 7,759 
受取手形及び売掛金 ※2  25,917 ※2  25,017 

有価証券 20 20 
商品及び製品 7,038 7,055 
仕掛品 2,636 2,595 
原材料及び貯蔵品 1,639 1,701 
繰延税金資産 812 766 
その他 1,007 1,020 
貸倒引当金 △160 △154 

流動資産合計 46,120 45,783 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 8,180 8,002 
機械装置及び運搬具（純額） 4,602 4,513 
土地 10,073 10,073 
建設仮勘定 152 177 
その他（純額） 1,048 999 
有形固定資産合計 24,057 23,766 

無形固定資産   
のれん 291 230 
その他 470 420 
無形固定資産合計 762 651 

投資その他の資産   
投資有価証券 3,188 2,592 
繰延税金資産 3,287 3,356 
その他 1,329 1,287 
貸倒引当金 △134 △148 

投資その他の資産合計 7,670 7,087 

固定資産合計 32,490 31,505 

資産合計 78,610 77,288 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 ※2  14,061 ※2  13,617 

短期借入金 3,544 2,753 
未払法人税等 1,348 1,458 
賞与引当金 960 993 
その他 3,426 2,756 
流動負債合計 23,341 21,579 

固定負債   
長期借入金 1,500 1,500 
繰延税金負債 829 824 
退職給付引当金 9,941 8,992 
役員退職慰労引当金 191 173 
資産除去債務 202 202 
その他 879 862 
固定負債合計 13,544 12,555 

負債合計 36,885 34,135 
純資産の部   
株主資本   
資本金 15,189 15,189 
資本剰余金 14,667 14,667 
利益剰余金 13,007 14,660 
自己株式 △2,011 △2,012 

株主資本合計 40,851 42,504 

その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 288 67 
為替換算調整勘定 △81 △77 

その他の包括利益累計額合計 207 △10 

少数株主持分 666 658 
純資産合計 41,725 43,152 

負債純資産合計 78,610 77,288 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 33,598 33,907 
売上原価 22,447 22,468 
売上総利益 11,151 11,439 
販売費及び一般管理費 ※  9,130 ※  9,034 

営業利益 2,021 2,405 

営業外収益   
受取配当金 41 49 
その他 132 123 
営業外収益合計 174 173 

営業外費用   
支払利息 35 27 
売上割引 24 26 
たな卸資産処分損 31 － 
その他 43 18 
営業外費用合計 135 73 

経常利益 2,060 2,505 
特別利益   
投資有価証券売却益 － 8 
退職給付制度改定益 － 927 
その他 0 － 

特別利益合計 0 936 
特別損失   
固定資産処分損 42 25 
投資有価証券売却損 － 33 
災害による損失 32 － 
事務所移転費用 32 － 

特別損失合計 108 59 

税金等調整前四半期純利益 1,952 3,382 

法人税等 920 1,382 
少数株主損益調整前四半期純利益 1,032 1,999 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 48 △2 

四半期純利益 983 2,001 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,032 1,999 
その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 △137 △223 
為替換算調整勘定 △0 2 
持分法適用会社に対する持分相当額 △0 1 

その他の包括利益合計 △138 △218 

四半期包括利益 893 1,781 
（内訳）   
親会社株主に係る四半期包括利益 843 1,784 
少数株主に係る四半期包括利益 50 △3 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 1,952 3,382 
減価償却費 1,564 1,443 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △82 △948 
賞与引当金の増減額（△は減少） 3 33 
のれん償却額 48 52 
受取利息及び受取配当金 △43 △52 
支払利息 35 27 
売上債権の増減額（△は増加） 297 810 
たな卸資産の増減額（△は増加） △1,300 △34 
仕入債務の増減額（△は減少） 967 △444 
その他 153 △571 

小計 3,596 3,698 
利息及び配当金の受取額 36 63 
利息の支払額 △35 △33 
補助金の受取額 18 21 
法人税等の支払額 △797 △1,181 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,818 2,568 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △1,139 △1,037 
無形固定資産の取得による支出 △77 △32 
投資有価証券の取得による支出 △10 △10 
投資有価証券の売却による収入 － 243 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入 88 － 

その他 34 △11 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,104 △848 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） 48 △800 
長期借入れによる収入 500 － 
長期借入金の返済による支出 △300 － 
リース債務の返済による支出 △99 △83 
自己株式の取得による支出 △149 △0 
配当金の支払額 △362 △286 
少数株主への配当金の支払額 △3 △4 
その他 0 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △366 △1,175 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 1 
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,346 546 
現金及び現金同等物の期首残高 8,096 7,201 
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 39 － 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  9,483 ※  7,748 
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（持分法適用の範囲の重要な変更） 
 当第２四半期連結会計期間末より、富士プラスチック㈱は株式の一部売却により、持分法の適用範囲から除外
しております。 

  

（減価償却方法の変更） 
 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取
得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。  
 これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純
利益は15百万円増加しております。  

  

（税金費用の計算） 
税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適
用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

  

（退職給付引当金） 
 当社は平成24年４月１日付で、企業年金制度の改訂を行いました。 
 この改訂により、退職給付債務が1,233百万円減少し、これにより生じた過去勤務債務（1,233百万円）と未認識
数理計算上の差異の未処理額（306百万円）の純額を一括で退職給付制度改定益（特別利益）として処理しており
ます。  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

【会計方針の変更】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

【追加情報】 
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 １ 偶発債務 
債務保証 
 連結子会社以外の銀行等借入金に対して、次のとおり保証をしております。 

  
※２ 四半期連結会計期間末日満期手形 
 四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
 なお、当第２四半期連結会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期
手形が当第２四半期連結会計期間末残高に含まれております。  

  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。  

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

  
  

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成24年９月30日） 

従業員の住宅資金借入金 百万円 112 百万円 103

  
  

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成24年９月30日） 

受取手形 百万円 1,611 百万円 1,552
支払手形 百万円 194 百万円 149

（四半期連結損益計算書関係） 

  
  

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
  至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
  至 平成24年９月30日） 

給料 百万円 2,160 百万円 2,015
運搬費  1,719  1,779
賞与引当金繰入額  484  499
役員退職慰労引当金繰入額  29  25
貸倒引当金繰入額  △4  7
退職給付費用  360  344
研究開発費  405  417
減価償却費  211  184
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※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
  至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
  至 平成24年９月30日） 

現金及び預金勘定 百万円 9,491 百万円 7,759
預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △8  △11

現金及び現金同等物  9,483  7,748
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 
(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期
間末後となるもの 

  
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 
(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期
間末後となるもの 

  

（株主資本等関係） 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株あたり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月28日
定時株主総会 

普通株式   363  5.0 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株あたり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月９日
取締役会 

普通株式   288  4.0 平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株あたり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月27日
定時株主総会 

普通株式   286  4.0 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

一株あたり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年11月８日
取締役会 

普通株式   286  4.0 平成24年９月30日 平成24年12月５日 利益剰余金 

4215/2013年-18-



Ⅰ 前第２四半期連結累計期間 (自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日) 
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。  
  
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間 (自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日) 
報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。  
  
  

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  （単位：百万円）

  住環境事業 床事業 高機能材事業 メディカル事業 計  

売上高       

(1)外部顧客への売上高   17,472  4,092  10,947  1,086  33,598

(2)セグメント間の内部     
  売上高又は振替高  

 21  6  14  －  41

計   17,493  4,098  10,962  1,086  33,640

セグメント利益  937  771  285  26  2,021

  （単位：百万円）

  住環境事業 床事業 高機能材事業 メディカル事業 計  

売上高       

(1)外部顧客への売上高   18,675  4,655  9,626  950  33,907

(2)セグメント間の内部     
  売上高又は振替高  

 17  5  32  －  56

計   18,693  4,661  9,659  950  33,963

セグメント利益又は損失(△)  1,724  1,036  △199  △156  2,405
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
  

 該当事項はありません。 
  

 配当金支払額 
 平成24年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

   中間配当による配当金の総額…………………… 百万円 
   １株あたりの金額………………………………… 円 
   支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月５日 

  

（１株当たり情報） 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 13 58 円 銭 27 93

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  983  2,001

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  983  2,001

普通株式の期中平均株式数（千株）  72,411  71,677

（重要な後発事象） 

２【その他】 

286
4.0
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタキロン株式会
社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成
24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・
フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タキロン株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態
並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年11月14日

タキロン株式会社 
 取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 近藤 康仁  印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 高橋 和人  印 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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